秩父市一人暮し高齢者・障がい者等の見守り事業実施要領
  （目　的）
第１条　この要領は、一人暮し高齢者・重度障がい者等に対しての安否確認ならびに緊急時の対応を行うために高齢者の見守り活動・声かけ運動を行い地域福祉の推進について、必要な事項を定めるものとする。
  （実施主体）
第２条　この事業を主体となって行う者は、秩父市、(社福)秩父市社会福祉協議会、秩父市町会長協議会、秩父市民生委員・児童委員協議会、秩父市在宅福祉員連合会及び、町会役員・社協支部長・民生委員・在宅福祉員、並びに対象者の意向を尊重し隣接者等が直接に見守り活動を行うものとする。
　（対象者）
第３条　この事業の対象者は原則として、７５歳以上の一人暮し高齢者、その他ねたきり高齢者、高齢者世帯及び重度障がい者の内、見守り等を必要とする者。

２　対象者の決定は、町会長、社協支部長、民生委員、在宅福祉員が協議し決定する。なお、この対象者は年1回以上の見直しを行うものとする。
　（事業の内容）
第４条　この事業の内容は次のとおりとする。
　　１　高齢者の見守りは、民生委員、在宅福祉員が中心となり原則として対象者世帯の両隣等の世帯が行う。

２　安否確認の方法としては、概ね次の事項である。
     （１）雨戸（カーテン）が閉まったままになっていないか。
     （２）洗濯物が干したままになっていないか。
     （３）新聞、郵便等の配達物が溜まっていないか。
     （４）その他様子がおかしいと感じられたとき。

　　３　万一事故が発生した場合は、町会役員、社協支部長、民生委員又は在宅福祉員に直接連絡をする。

　　４　その他目的を達成するのに必要なこと。

　（活動の方針）

第５条　民生委員、在宅福祉員は、見守り活動等の予定対象者を選定し実施主体と協議をして地域福祉を実践するものとする。

２　秩父市民生委員・児童委員協議会から地区民児協正副会長と秩父市在宅福祉員連合会の正副会長によって構成する民生委員・在宅福祉員連絡会（以下、「民生在宅福祉連絡会」という。）を開催し、見守り活動等の総括事項を協議する。

３　町会での実践を促進させるために民生委員と在宅福祉員による町内民生在宅福祉連絡会を開催する。

  （関係機関との連携）

第６条　市長は、この事業を円滑に運営するために、実施主体と密接な連携を保つことはもちろん、実施主体の各団体は必要なつど協議するものとし、さらには地域住民の協力を得られるように努めるものとする。
　（委任）
第７条　この要領に定めるもののほか必要な事項は市長が別に定める。
　　　附　則
　この要領は、平成１７年４月１日から施行する。

　　　附　則
　この要領は、平成２０年７月１日から施行する。

